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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第84期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(1)連結経営指標等     

売上高 (百万円) 42,790 47,411 49,830 88,985 98,784

経常利益 (百万円) 1,570 2,424 2,062 3,768 5,326

中間（当期）純利益 (百万円) 407 1,410 1,171 1,200 3,311

純資産額 (百万円) 35,567 38,521 44,573 36,326 43,674

総資産額 (百万円) 97,969 101,977 106,674 101,960 108,012

１株当たり純資産額 (円) 438.23 474.84 510.64 447.66 502.88

１株当たり中間（当
期）純利益金額 

(円) 5.02 17.38 13.49 14.79 40.28

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益 

(円) 4.97 15.63 13.23 14.34 37.03

自己資本比率 (％) 36.3 37.8 41.6 35.6 40.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,229 3,445 3,194 6,817 7,416

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,158 △2,960 △4,605 △5,675 △5,670

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 237 △1,859 △684 △570 △989

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

(百万円) 6,967 6,883 6,682 8,089 9,209

従業員数 (名) 6,823 6,647 6,414 6,786 6,571



（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社の経営指標等における「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

(2)提出会社の経営指標等   

売上高 (百万円) 39,960 42,140 44,915 80,364 85,991

経常利益 (百万円) 1,299 1,014 1,285 2,986 2,352

中間（当期）純利益 (百万円) 837 477 585 1,591 1,314

資本金 (百万円) 13,617 13,617 14,773 13,617 14,773

発行済株式総数 (株) 81,276,614 81,276,614 87,027,848 81,276,614 87,027,848

純資産額 (百万円) 37,638 39,575 43,232 38,448 43,213

総資産額 (百万円) 85,651 86,885 93,550 86,946 92,151

１株当たり配当額 (円) － 2.50 3.50 2.50 6.00

自己資本比率 (％) 43.9 45.5 46.2 44.2 46.9

従業員数 (名) 1,105 1,087 1,083 1,092 1,072



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更はありませ

ん。 

なお、当中間連結会計期間末において、画像機材事業を営む当社の関係会社である山梨電子工業株式会社及びヤマナシ・エレ

クトロニクス（タイランド）カンパニー・リミテッドについては、同事業の譲渡契約の締結に伴い、連結の範囲より除外してお

ります。 

  

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、前項以外の重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員であります。 

  

(2)提出会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員であります。 

  

(3)労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス 3,648 

機器 2,055 

その他 67 

全社（共通） 644 

合計 6,414 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 1,083 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間における世界の経済情勢は、原油価格の高騰や原材料価格の上昇、米国経済の減速などがありました

が、国内においては、企業収益の回復に伴う雇用環境の改善が個人消費を増加させ、景気は緩やかながら上昇基調を維持して

おります。 

当社グループを取り巻く状況は、デジタルAV機器市場や自動車市場向けを中心に電子部品需要が拡大いたしました。通信イ

ンフラ市場においては、基地局投資が堅調に推移いたしました。二輪車市場においては、インドネシアの生産調整が影響し、

厳しい状況で推移いたしました。 

このようななかで、当中間連結会計期間の受注高は４９９億８百万円（前期比5.8%増）、連結売上高は、４９８億３０百万

円（前期比5.1 %増）となりました。 

損益面におきましては、原材料価格の上昇などを受けた結果、経常利益は２０億６２百万円（前期比14.9 %減）となりまし

た。また、投資有価証券売却益を特別利益に計上した一方で、製品補償損失や事業譲渡損失を特別損失に計上し、中間純利益

は１１億７１百万円（前期比16.9 %減）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① デバイス事業におきましては、売上高は２３２億７７百万円（売上総額の46.7％、前期比7.0%増）となりました。半

導体製品は、価格下落の影響がありましたが、情報機器向けや薄型TV向けに高速整流ダイオードが伸長、自動車市場

向けに面実装ダイオードが拡大するなど、売上高は増加いたしました。ＩＣ製品は、薄型TVや白物家電向けを中心に

省電力型電源用ICが伸長し、売上高は増加いたしました。モジュール製品は、ICテスタ向けや通信基幹インフラ向け

が伸び悩んだことにより減収となりました。 

② 機器事業におきましては、売上高は２２２億２１百万円（売上総額の44.6％、前期比3.0%増）となりました。パワー

システム製品は、前期に光・IP化で急増した電源システム需要が一巡いたしましたが、番号ポータビリティに対応し

た移動体基地局投資や情報機器用電源が増加したことにより、増収となりました。電装製品は、アジア地域を中心に

二輪車市場の成長が持続しているものの、インドネシアにおける生産調整の煽りを受け、売上高は減少いたしまし

た。 

③ その他事業におきましては、売上高は４３億３１百万円（売上総額の8.7％、前期比5.7 %増）となりました。 

  

所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

日本における売上高は、薄型TVや自動車向け半導体需要が堅調に推移し、基地局用電源が増加したことなどにより、３４

８億６２百万円（前期比3.0%増）となりました。アジアにおける売上高は、インドネシア市場において電装製品が減少した

ものの、旺盛な家電、情報機器向けの需要により、１１８億３０百万円（前期比10.0％増）となりました。北米における売

上高は、現地メーカーへの拡大による電装製品の伸長に加え、円安効果もあり２２億３５百万円（前期比11.9%増）となり

ました。欧州における売上高は、主にユーロ高の影響により９億２百万円（前期比9.1%増）となりました。 

 



(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、手許資金並びに営業活動により取得した資

金３１億９４百万円（前期比7.3％減）を、主に有形固定資産の取得による支出３９億３２百万円（前期比10.2％増）、長期

借入金の約定弁済１７億９５百万円（前期比21.４％減）等による支出に充当した結果、前連結会計年度末に比べ資金は２５

億２６百万円減少いたしました。前中間連結会計年度末との比較では資金は２億円の減少となり、当中間連結会計期間末には

６６億８２百万円（前期比2.9%減）となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、３１億９４百万円のプラス（前期比7.3％減）となりました。これは売上債権の増

加が１１億８６百万円となったものの、税金等調整前中間純利益が１７億５５百万円、減価償却費が２３億８１百万円となっ

たこと等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、４６億５百万円のマイナス（前期比55.5％増）となりました。これは、主に半導

体、IC、電装製品の生産能力拡大を中心とした設備投資を実施したことにより、有形固定資産の取得が３９億３２百万円と

なったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、６億８４百万円のマイナス（前期比63.2％減）となりました。これは、主に短期借

入金の増加が１４億２６百万円となったものの、長期借入金の約定弁済が１７億９５百万円となったことによるものでありま

す。 

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．セグメント間の取引については含めておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3)販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については含めておりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

平成１８年度は、次期中期の土台を築く重要な年と位置付け、スタートいたしました。その基本方針として「選択と集中の徹

底」、「意思決定スピードの向上」を掲げ、諸施策に取り組んでいるところであります。 

中期商品戦略で掲げた最重点市場へ向けて、主力事業であるパワーエレクトロニクス分野への集中をさらに推し進めるととも

に、成長性、採算性を見定めた上で事業構造改革を進めております。その一環として、画像機材事業につきましては他社へ譲渡

いたしました。また、本年度の定時株主総会後より執行役員制度を導入し、これにより意思決定と業務執行のスピードアップを

図り、効率的な経営を進めております。 

当社グループでは、企業の社会的責任を果たすことを重要な課題と捉えております。近年、環境問題への取り組みがますます

重要視されており、グループを挙げてこれらに対応しております。パワーエレクトロニクスメーカーとして製品開発においても

低消費電力など省エネルギー化に貢献する新製品の開発に努め、地球環境保護へ貢献してまいります。 

なお、企業価値を損なうような敵対的買収に対しては、委員会を設置し対応を進めております。具体的な防衛策の導入にあ

たっては、法令・規則の整備状況などを注視しながら、株主・投資家の皆様に充分ご理解頂けるよう、配慮してまいります。 

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

デバイス 23,440 7.3 

機器 22,189 2.5 

その他 4,336 3.6 

合計 49,966 4.8 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比（％）
受注残高
（百万円） 

前年同期比（％）

デバイス 23,065 5.6 4,075 △ 3.2 

機器 22,515 6.1 4,477 21.6 

その他 4,327 5.8 44 △ 0.9 

合計 49,908 5.8 8,597 8.3 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

デバイス 23,277 7.0 

機器 22,221 3.0 

その他 4,331 5.7 

合計 49,830 5.1 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発体制は、主に基礎研究および応用技術開発を担当する技術開発本部と、主に製品開発を担当する各事

業部門およびグループ会社の設計、開発部門で構成されています。当社グループの主要事業領域でありますパワーエレクトロニ

クス分野におきましては、製品の小型化、高機能化や環境問題を意識した高効率化、低ノイズ化が研究開発の主要テーマであり

ます。当社グループにおきましては、これら研究課題を追求し、市場の要求に応えた新製品をタイムリーに開発してまいります

とともに、環境、エネルギーといった社会問題に対応した新製品を通じて地球社会に貢献していく事が使命であると認識して研

究開発に取り組んでおります。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は２１億２６百万円（対売上高比4.3%）であり、各セグメント

の主な成果および研究開発費は以下のとおりであります。 

  

デバイス事業 

当セグメントの研究開発活動として、半導体製品では、電源市場、家電、民生市場向けに開発された新しい三端子パッケー

ジSGシリーズにおいて、バリエーションを拡充いたしました。また、電源市場での高効率化の要求に応えるため、CoolMOS※は

パッケージ、チップともにその品揃えを充実いたしました。照明市場向けにもMOSFETのVX3シリーズやCoolMOSのラインナップ

を拡充いたしました。産機市場での高出力化要求に対しては、1200V60AのLLDを開発いたしました。車載市場向けには、G1Fシ

リーズにおける高ESD耐量製品の追加開発をはじめ、二端子面実装シリーズの充実を図ってまいりました。また、ツェナーダ

イオードも市場要求に合わせてバリエーションを拡充いたしました。一方、シリコンに代わる新しい素材のSiC（シリコン

カーバイド）を用いたショットキーバリアダイオードについては量産を開始しました。 

IC製品でも省エネ要求の強い家電市場に向け、電源コントロール用ICのMRシリーズに待機時消費電力の大幅な低減を図った

新シリーズを追加いたしました。高耐圧ICでは照明用途に新規顧客の拡大を図ると同時に、デジタル家電の中心商品である薄

型テレビにも採用され、ラインナップを強化しております。また、DC-DCコンバータICのMDシリーズでは高圧大電流品、小型

1Chipタイプ品を追加し、次の用途としてカーアクセサリ向けを開発しております。生産技術では前工程において、6インチラ

インの立ち上げに目処を付けました。 

モジュール製品では、分散給電のトレンドに応じて、低圧大電流の非絶縁高速応答モジュール電源をストレージ装置用とし

て新たに開発いたしました。また、高機能テスタ向けにもカスタム電源を製品化しております。今後もデバイスと電源の融合

をキーワードに特徴あるモジュール電源を開発してまいります。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は１０億７４百万円であります。 

※ CoolMOSはInfineon Technologies AGの登録商標です。 

  

機器事業 

当セグメントの研究開発活動として、通信用電源では、1Uサイズの薄型・高効率の直流電源と個別制御方式を採用した

DC48V入力、AC100V出力（50/60Hz切替可）の1KVAインバータユニットを開発、これを５台搭載しN＋１の並列冗長運転が可能

な4KVAインバータシステムを製品化いたしました。また、携帯基地局用で電柱等に設置可能な、小型電源箱を製品化いたしま

した。 

成膜装置用電源では、液晶・PDPラインの大型化に伴い、DC電源のAC400V入力シリーズを開発し大容量に対応、さらに半導

体製造装置用電源では、RF高周波電源の２周波を同時に使用するシステムコンセプトで応用範囲を広げました。 

電装製品では新製品として、一般家庭用向けガスコージェネレーションのシステム制御装置を製品化いたしました。また、

二輪大型車及び船外機向け大電流用バッテリー充電装置を3機種、四輪車向けリアデフ装置、汎用エンジン向けエンジン制御

装置等をそれぞれ製品化いたしました。 

当中間連結会計期間における研究開発費は５億２７百万円であります。 

 



その他事業 

当セグメントの研究開発活動として、アクチュエータ製品では、パイロットバルブを内蔵することにより、従来より５～６

倍の流量を確保出来るソレノイドバルブを開発いたしました。また、ソレノイドに発生する漏洩磁束をモニタリングすること

により、ソレノイドの電力を制御する省エネ制御技術を開発いたしました。 

当中間連結会計期間における研究開発費は１億１８百万円であります。 

  

全社共通 

当中間連結会計期間における全社共通の研究開発費は４億７百万円であります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却などについて、重要な変更はありま

せん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却などの計画はありません。 

(2)重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

 

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月 
完成後の増加能
力 

提出会社 
飯能工場、本社、支店
他 
(埼玉県飯能市他) 

デバイス・機
器・その他 

生産設備、研
究開発設備等 

1,242
平成18年
9月 

研究開発、合理
化が中心の為、
殆ど無し 

(株)秋田新電元 
大浦工場他 
(秋田県由利本荘市) 

デバイス 
半導体等 
生産設備等 

666
平成18年
9月 

生産能力 
5％増 

(株)東根新電元 
工場 
(山形県東根市) 

デバイス 
半導体等 
生産設備等 

436
平成18年
9月 

生産能力 
5％増 

(株)岡部新電元 
工場 
(埼玉県深谷市) 

デバイス・機
器 

電装品、電源
等生産設備等 

23
平成18年
9月 

合理化、更新が
中心の為、殆ど
無し 

新電元スリーイー
(株) 

芦苅場工場他 
(埼玉県飯能市他) 

機器 
電源 
生産設備等 

89
平成18年
9月 

合理化、更新が
中心の為、殆ど
無し 

新電元メカトロニ
クス(株) 

工場 
(埼玉県飯能市) 

その他 
アクチュエー
ター生産設備
等 

4
平成18年
9月 

 合理化、更新が
 中心の為、殆ど 
 無し 

新電元デバイス販
売(株) 

本社他 
(東京都千代田区他) 

デバイス・機
器・その他 

器具備品 0
平成18年
9月 

－ 

シンデンゲン（タ
イランド）カンパ
ニー・リミテッド 

工場 
（タイ王国パトムタニ
県） 

デバイス・機
器 

半導体、電装
品等生産設備
等 

33
平成18年
6月 

合理化、更新が
中心の為、殆ど
無し 

ランプーン・シン
デンゲン・カンパ
ニー・リミテッド 

工場 
（タイ王国ランプーン
県） 

デバイス・機
器 

半導体、電源
等生産設備等 

246
平成18年
6月 

合理化、更新が
中心の為、殆ど
無し 

シンデンゲン・フ
ィリピン・コーポ
レーション 

工場 
（フィリピン共和国ラ
グナ州） 

デバイス 
半導体生産設
備等 

205
平成18年
6月 

生産能力 
5％増 



（注）上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

  

(3)重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

(4)重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容
投資額
(百万円)

完了年月 
完成後の増加能
力 

広州新電元電器有
限公司 

工場 
（中華人民共和国広州
経済技術開発区） 

機器 
電装品、電源
等生産設備等 

29
平成18年
6月 

合理化、更新が
中心の為、殆ど
無し 

ピーティー・シン
デンゲン・インド
ネシア 

 工場 
（インドネシア共和国
西ジャワ州） 

機器 
電装品生産設
備等 

39
平成18年
6月 

合理化、更新が
中心の為、殆ど
無し 

シンデンゲン・ア
メリカ・インコー
ポレイテッド 

本社他 
（米国カリフォルニア
州他） 

デバイス・機
器・その他 

電装品等生産
設備等 

11
平成18年
6月 

合理化、更新が
中心の為、殆ど
無し 

シンデンゲン・ユ
ーケー・リミテッ
ド他販社計3社 

本社他 
（ハートフォードシェ
ア他） 

デバイス・機
器・その他 

器具備品 6
平成18年
6月 

合理化、更新が
中心の為、殆ど
無し 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行使により発行され

た株式数は含まれておりません。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

2010年３月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成17年２月７日発行） 

（注）転換価額は、当社が時価を下回る価額で当社普通株式又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整い

たします。 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 260,000,000 

計 260,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株）
(平成18年12月22日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 87,027,848 87,027,848
東京証券取引所
（市場第一部） 

－ 

計 87,027,848 87,027,848 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 688  同左 

新株予約権の数（個） 688  同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,711,442 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 402 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年２月21日から
平成22年３月17日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の転換価額及
び資本組入額（円） 

転換価額         402
資本組入額        201 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はできな
い。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債に付された新
株予約権は、旧商法341条ノ２第
４項の定めにより本社債と分離し
て譲渡することはできない。 

同左 

代用払込みに関する事項 

旧商法第341条ノ３第１項第７号
及び第８号により、本新株予約権
を行使したときは、かかる行使を
した者から、当該本新株予約権が
付せられた本社債の全額の償還に
代えて当該本新株予約権の行使に
際して払込をなすべき額の全額の
払込がなされたものとする旨の請
求があったものとみなす。 

同左 

  

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 

既発行株式数 ＋
新株発行・処分株式数×１株当たり発行・処分価額 

  時価

  既発行株式数＋新株発行・処分株式数



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、

資産管理サービス信託銀行株式会社（年金信託口）および日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口

４）の所有株式数は、信託業務に係るものであります。 

２．資産管理サービス信託銀行株式会社（みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口）の持株数3,389千株は、株式会社み

ずほ銀行からみずほ信託銀行株式会社へ委託された信託財産を同行へ再信託されたものです。信託約款上、議決

権の行使及び処分権については株式会社みずほ銀行が指図権を留保しております。 

 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

- 87,027 - 14,773 - 13,981

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中央不動産株式会社 東京都千代田区丸の内1-6-2 9,800 11.26 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿1-26-1 3,803 4.36 

資産管理サービス信託銀行
株式会社（みずほ信託退職
給付信託みずほ銀行口） 

東京都中央区晴海1-8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟 

3,389 3.89 

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海1-8-11 3,320 3.81 

日本マスタートラスト信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町2-11-3 2,930 3.36 

朝日生命保険相互会社 
東京都中央区晴海1-8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟 

2,635 3.02 

資産管理サービス信託銀行
株式会社(年金信託口) 

東京都中央区晴海1-8-12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィス
タワーＺ棟 

2,627 3.01 

安藤建設株式会社 東京都港区芝浦3-12-8 2,318 2.66 

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口
4) 

東京都中央区晴海1-8-11 2,112 2.42 

ステートストリートバンク
アンドトラストカンパニー
505019 
（常任代理人 株式会社み
ずほコーポレート銀行兜町
証券決済業務室） 

東京都中央区日本橋兜町6-7 2,108 2.42 

計 － 35,043 40.27 



３．ゴールドマン・サックス証券株式会社から平成18年10月13日付の変更報告書の写しの送付があり、平成18年９月30日現

在で以下のとおり当社の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における

実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。 

  

 

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株） 

株券等保有割合
（％） 

Goldman Sachs(Japan)Ltd. 

英国領バージン・アイランド、トルト
ラ、ロード・タウン、ロマスコ・プレイ
ス、ウィックハムズ・ケイ１、私書箱
3140 

91,000 0.10 

Goldman Sachs 
International 

Peterborough Court,133 Fleet 
Street,London EC4A 2BB UK 

318,000 0.37 

Goldman Sachs Asset 
Management,L.P. 

32 Old Slip,New York,New York,10005 
U.S.A. 

2,490,000 2.86 

Goldman Sachs ＆ Co. 
85 Broad Street,New York,New 
York10004,U.S.A. 

94,000 0.11 

ゴールドマン・サックス・
アセット・マネジメント株
式会社 

東京都港区六本木6-10-1 六本木ヒルズ

森タワー 
2,495,600 2.87

計 － 5,488,600 6.31



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権 6個）含まれておりま

す。 

  

②【自己株式等】 

（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権 1個）あります。な

お、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

普通株式  193,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 86,177,000 86,177 － 

単元未満株式 普通株式  657,848 － － 

発行済株式総数 87,027,848 － － 

総株主の議決権 － 86,177 － 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 
新電元工業株式会
社 

東京都千代田区大
手町2-2-1 

193,000 － 193,000 0.22 

計 － 193,000 － 193,000 0.22 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 778 716 624 676 624 610 

最低（円） 668 577 546 515 547 548 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。

以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中

間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表については中央青山監査法

人により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び

当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表についてはみすず監査法人により中間監査を受

けております。 

なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。 

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

 

    
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金  額（百万円）
構成比
（％）

金  額（百万円）
構成比
（％）

金  額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

現金及び預金    6,899 6,698  9,224 

受取手形及び売掛金 ※７  23,155 24,761  24,931 

たな卸資産    21,748 21,578  22,383 

繰延税金資産    1,785 973  1,273 

その他 ※５  1,276 4,384  2,387 

貸倒引当金    △  16 △ 60  △ 386 

流動資産合計    54,848 53.8 58,335 54.7  59,813 55.4

Ⅱ 固定資産      

有形固定資産      

建物及び構築物 ※1,2 12,644 11,042 12,346  

機械装置及び運搬具 ※1,2 9,115 9,044 9,167  

土地 ※２ 4,868 4,890 4,881  

その他 ※1,2 4,143 30,771 30.2 4,688 29,665 27.8 4,582 30,977 28.7

無形固定資産      

ソフトウェア   427 482 481  

その他   130 557 0.5 122 604 0.6 130 611 0.6

投資その他の資産      

投資有価証券   12,250 13,982 13,369  

繰延税金資産   1,986 2,808 1,834  

その他   1,581 1,413 1,441  

貸倒引当金   △  85 15,732 15.4 △ 171 18,032 16.9 △  85 16,558 15.3

固定資産合計    47,062 46.1 48,302 45.3  48,147 44.6

Ⅲ 繰延資産      

社債発行費    66 37  51 

繰延資産合計    66 0.1 37 0.0  51 0.0

資産合計    101,977 100.0 106,674 100.0  108,012 100.0

       



  
 

    
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金  額（百万円）
構成比
（％）

金  額（百万円）
構成比
（％）

金  額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

支払手形及び買掛金    18,021 18,437  18,593 

短期借入金 ※2,4  4,999 9,097  8,025 

一年以内償還社債    － 2,000  － 

未払法人税等    378 865  216 

賞与引当金    998 981  1,004 

債務保証損失引当金    － －  212 

その他    4,662 3,833  5,429 

流動負債合計    29,060 28.5 35,214 33.0  33,480 31.0

Ⅱ 固定負債      

社債    9,000 7,000  9,000 

新株予約権付社債    3,000 688  688 

長期借入金 ※２  14,876 10,399  13,083 

退職給付引当金    6,929 7,701  7,422 

役員退職慰労引当金    388 354  438 

製品補償損失引当金    － 723  － 

繰延税金負債    5 6  7 

その他    12 12  12 

固定負債合計    34,213 33.5 26,886 25.2  30,652 28.4

負債合計    63,273 62.0 62,101 58.2  64,133 59.4



  

  

    
前中間連結会計期間末

  
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
  

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金  額（百万円）
構成比
（％）

金  額（百万円）
構成比
（％）

金  額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）      

少数株主持分    181 0.2 － －  205 0.2

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金    13,617 13.4 － －  14,773 13.7

Ⅱ 資本剰余金    12,826 12.6 － －  13,982 13.0

Ⅲ 利益剰余金    10,627 10.4 － －  12,325 11.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金    2,262 2.2 － －  2,972 2.7

Ⅴ 為替換算調整勘定    △ 767 △0.8 － －  △ 317 △0.3

Ⅵ 自己株式    △  43 △0.0 － －  △  63 △0.1

資本合計    38,521 37.8 － －  43,674 40.4

負債、少数株主持分及び資
本合計 

   101,977 100.0 － －  108,012 100.0

       

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

資本金    － － 14,773 13.9  － －

資本剰余金    － － 13,982 13.1  － －

利益剰余金    － － 13,191 12.4  － －

自己株式    － － △ 71 △0.1  － －

株主資本合計    － － 41,876 39.3  － －

Ⅱ 評価・換算差額等      

その他有価証券評価差額
金 

   － － 2,717 2.5  － －

為替換算調整勘定    － － △ 253 △0.2  － －

評価・換算差額等合計    － － 2,464 2.3  － －

Ⅲ 少数株主持分    － － 232 0.2  － －

純資産合計    － － 44,573 41.8  － －

負債純資産合計    － － 106,674 100.0  － －

       



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金  額（百万円）
百分比
（％）

金  額（百万円）
百分比
（％）

金  額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    47,411 100.0 49,830 100.0  98,784 100.0

Ⅱ 売上原価    38,369 80.9 41,680 83.6  79,973 81.0

売上総利益    9,042 19.1 8,150 16.4  18,811 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  5,858 12.4 5,922 11.9  11,908 12.0

営業利益    3,183 6.7 2,228 4.5  6,903 7.0

Ⅳ 営業外収益      

受取利息   49 99 122  

受取配当金   99 106 157  

為替差益   － 405 561  

動産不動産賃貸料   35 35 69  

持分法投資利益   62 － 91  

その他   151 397 0.8 285 932 1.8 425 1,427 1.4

Ⅴ 営業外費用      

支払利息   278 254 546  

為替差損   34 － －  

たな卸資産除却損   141 143 610  

退職給付会計適用による会
計基準変更時差異処理額 

  323 323 646  

その他   377 1,156 2.4 377 1,098 2.2 1,200 3,004 3.0

経常利益    2,424 5.1 2,062 4.1  5,326 5.4

Ⅵ 特別利益      

投資有価証券売却益   416 416 0.9 692 692 1.4 1,238 1,238 1.2

Ⅶ 特別損失      

製品補償損失   － 856 －  

事業譲渡損失   － 143 －  

たな卸資産除却損   211 － 319  

貸倒引当金繰入額   － － 312  

債務保証損失引当金繰入額   － － 212  

固定資産除却損   － － 191  

関係会社出資金評価損   － － 163  

減損損失 ※２ 117 329 0.7 － 999 2.0 117 1,317 1.3

税金等調整前中間（当期）
純利益 

   2,511 5.3 1,755 3.5  5,247 5.3

法人税、住民税及び事業税   673 1,074 1,301  

法人税等調整額   402 1,076 2.3 △ 521 553 1.1 586 1,887 1.9

少数株主利益    24 0.0 31 0.0  48 0.0

中間（当期）純利益    1,410 3.0 1,171 2.4  3,311 3.4

       



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金  額（百万円） 金  額（百万円） 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高   12,826  12,826

Ⅱ 資本剰余金増加高    

新株予約権の行使による新株の発行   － 1,156 

自己株式処分差益   0 0 0 1,156

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高   12,826  13,982

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高   9,419  9,419

Ⅱ 利益剰余金増加高    

中間（当期）純利益   1,410 1,410 3,311 3,311

Ⅲ 利益剰余金減少高    

配当金   202 202 405 405

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   10,627  12,325

     

  

株主資本 評価・換算差額等

少数 
株主 
持分 

純資産
合計 

資本金 資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己
株式 

株主
資本 
合計 

その他
有価 
証券 
評価 
差額金 

為替
換算 
調整 
勘定 

評価・ 
換算 
差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 14,773 13,982 12,325 △63 41,018 2,972 △317 2,655 205 43,879

中間連結会計期間中の変動
額      

剰余金の配当（注）   △303 △303   △303

中間純利益   1,171 1,171   1,171

連結子会社増加に伴う 
減少高   △ 0 △ 0   △ 0

自己株式の取得    △ 8 △ 8   △ 8

自己株式の処分  0  0 0   0

株主資本以外の項目の 
中間連結会計期間中の 
変動額（純額） 

   △255 63 △191 27 △164

中間連結会計期間中の変動
額合計  （百万円）  0 866 △ 8 858 △255 63 △191 27 694

平成18年９月30日残高 
（百万円） 14,773 13,982 13,191 △71 41,876 2,717 △253 2,464 232 44,573



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ 
・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金  額（百万円） 金  額（百万円） 金  額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益   2,511 1,755 5,247 

減価償却費   2,365 2,381 5,107 

受取利息及び受取配当金   △ 148 △ 206 △  279 

支払利息   278 254 546 

たな卸資産除却損   353 143 930 

売上債権の増減額（増加：△）   △ 427 △ 1,186 △ 1,850 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △ 258 △ 148 △  999 

仕入債務の増減額（減少：△）   △ 405 1,108 △  869 

事業譲渡損失   － 143 － 

債務保証損失引当金の増減額（減少：
△） 

  － △ 212 212 

製品補償損失引当金の増減額（減少：
△） 

  － 723 － 

その他   308 △ 1,131 1,316 

小計   4,578 3,627 9,360 

利息及び配当金の受取額   146 207 291 

利息の支払額   △ 281 △ 255 △  549 

法人税等の支払額   △ 998 △ 384 △ 1,685 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,445 3,194 7,416 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出   △ 713 △ 2,996 △ 1,744 

投資有価証券の売却による収入   1,337 2,187 2,606 

有形固定資産の取得による支出   △ 3,567 △ 3,932 △ 6,488 

有形固定資産の売却による収入   77 983 312 

無形固定資産の取得による支出   △ 133 △  86 △  243 

その他の投資等の増減額   39 △ 761 △  112 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △ 2,960 △ 4,605 △ 5,670 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ 
・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金  額（百万円） 金  額（百万円） 金  額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額   △ 2,099 1,426 690 

長期借入れによる収入   4,000 － 4,100 

長期借入金の返済による支出   △ 2,285 △ 1,795 △ 4,083 

社債発行による収入   4,931 － 4,931 

社債の償還による支出   △ 4,000 － △ 4,000 

転換社債の償還による支出   △ 2,191 － △ 2,191 

配当金の支払額   △ 202 △ 303 △  405 

少数株主への配当金の支払額   △  4 △  4 △   4 

その他   △  8 △  8 △  27 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △ 1,859 △ 684 △  989 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   169 44 363 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少:△）   △ 1,205 △ 2,051 1,120 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   8,089 9,209 8,089 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増
加額 

  － 74 － 

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減
少額 

  － △ 549 － 

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）
残高 

※１ 6,883 6,682 9,209 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数    16社 (1)連結子会社の数    15社 (1)連結子会社の数    16社 

主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 主要な連結子会社の名称 

㈱秋田新電元 

山梨電子工業㈱ 

㈱東根新電元 

シンデンゲン（タイランド）カンパ

ニー・リミテッド 

ランプーン・シンデンゲン・カンパ

ニー・リミテッド 

  

㈱秋田新電元 

㈱東根新電元 

シンデンゲン（タイランド）カンパ

ニー・リミテッド 

ランプーン・シンデンゲン・カンパ

ニー・リミテッド 

なお、当中間連結会計期間におい

て連結子会社でありました山梨電子

工業㈱及びヤマナシ・エレクトロニ

クス（タイランド）カンパニー・リ

ミテッドは、画像機材事業の譲渡に

伴い当中間連結会計期間末において

連結の範囲から除いております。 

㈱秋田新電元 

山梨電子工業㈱ 

㈱東根新電元 

シンデンゲン（タイランド）カンパ

ニー・リミテッド 

ランプーン・シンデンゲン・カンパ

ニー・リミテッド 

(2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 (2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 主要な非連結子会社 主要な非連結子会社 

㈱新電元ロジステック 

新電元エンタープライズ㈱ 

同左 同左 

連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由 連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社５社は、いずれも小

規模会社で、その総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除いておりま

す。 

非連結子会社６社は、いずれも小

規模会社で、その総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除いておりま

す。 

非連結子会社７社は、いずれも小

規模会社で、その総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除いておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用する非連結子会社及び関

連会社の名称 

(1)持分法を適用する非連結子会社及び関

連会社の名称 

(1)持分法を適用する非連結子会社及び関

連会社の名称 

非連結子会社   １社 非連結子会社   １社 非連結子会社    １社 

日本ベンダーネット㈱ 同左 同左 

関連会社     １社 関連会社     １社 関連会社      １社 

ナピーノ・オート・アンド・エレク

トロニクス・リミテッド 

同左 同左 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 非連結子会社 非連結子会社 

㈱新電元ロジステック 

新電元エンタープライズ㈱ 

同左 同左 

関連会社 関連会社 関連会社 

モリ電子工業㈱ 

上海新電元通信設備有限公司 

同左 同左 

持分法を適用しない理由 持分法を適用しない理由 持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ中

間純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

同左 持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事

項 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事

項 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が中間連結

決算日と異なる会社は次のとおりであ

ります。 

同左 連結子会社の決算日が連結決算日と

異なる会社は次のとおりであります。 

  
会社名 中間決算日

ランプーン・シンデンゲン・

カンパニー・リミテッド 
６月30日 

広州新電元電器有限公司 ６月30日 

シンデンゲン（タイランド）

カンパニー・リミテッド 
６月30日 

シンデンゲン・ユーケー・リ

ミテッド 
６月30日 

シンデンゲン・フィリピン・

コーポレーション 
６月30日 

シンデンゲン・アメリカ・イ

ンコーポレイテッド 
６月30日 

新電元（香港）有限公司 ６月30日 

シンデンゲン・シンガポー

ル・ピーティーイー・リミテ

ッド 
６月30日 

ピーティー・シンデンゲン・

インドネシア 
６月30日 

  会社名 決算日 

ランプーン・シンデンゲン・

カンパニー・リミテッド 
12月31日 

広州新電元電器有限公司 12月31日 

シンデンゲン（タイランド）

カンパニー・リミテッド 
12月31日 

シンデンゲン・ユーケー・リ

ミテッド 
12月31日 

シンデンゲン・フィリピン・

コーポレーション 
12月31日 

シンデンゲン・アメリカ・イ

ンコーポレイテッド 
12月31日 

新電元（香港）有限公司 12月31日 

シンデンゲン・シンガポー

ル・ピーティーイー・リミテ

ッド 
12月31日 

ピーティー・シンデンゲン・

インドネシア 
12月31日 

中間連結決算日との差異は、３ヶ月

以内であるため、当該連結子会社の中

間会計期間に係わる財務諸表を基礎と

して連結を行っております。なお、中

間連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行

っております。 

  連結決算日との差異は、３ヶ月以内

であるため、当該連結子会社の事業年

度に係わる財務諸表を基礎として連結

を行っております。なお、連結決算日

との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 (1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

……中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

……中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

……連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

……移動平均法による原価法 同左 同左 

②デリバティブ ②デリバティブ ②デリバティブ 

時価法 同左 同左 

③たな卸資産 ③たな卸資産 ③たな卸資産 

連結財務諸表提出会社及び国内連

結子会社 

同左 同左 

主として総平均法に基づく原価

法で評価しておりますが、連結子

会社で一部最終仕入に基づく原価

法を採用しております。 

    

在外連結子会社     

主として移動平均法に基づく低

価法を採用しております。 

    



 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

定率法によっております。なお、

一部在外子会社は定額法を採用して

おります。 

耐用年数は主に法人税法等に規定

する耐用年数を採用しております

が、一部の資産について経済的機能

的な実情を勘案した合理的な耐用年

数（素子製造設備について３割程度

短縮するなど）を採用しておりま

す。 

同左 同左 

②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

同左 同左 

(3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 (3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見積額を計上してお

ります。 

同左 同左 

②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の

支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当中間

連結会計期間に帰属する額を計上し

ております。 

同左 賞与引当金は、従業員への賞与の

支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当連結

会計年度に帰属する額を計上してお

ります。 

③退職給付引当金 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において

発生していると認められる額を計上

しております。なお、会計基準変更

時差異については、15年による按分

額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として13年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主

として13年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとし

ております。 

同左 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、会計基準

変更時差異については、15年による

按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として13年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主

として13年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとし

ております。 

④役員退職慰労引当金 ④役員退職慰労引当金 ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づき中間期末要支給額

を計上しております。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づき必要額を計上して

おります。 



 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

―――――― ―――――― ⑤債務保証損失引当金 

    関係会社への債務保証等に係る損

失に備えるため、被保証者の財政状

態等を勘案し、損失負担見込額を計

上しております。 

―――――― ⑤製品補償損失引当金 ―――――― 

  販売した製品に係る補償費用の発

生に備えるため、当該費用の発生額

を個別に見積って計上しておりま

す。 

（追加情報） 

販売済の製品に対する補償費用の

発生が見込まれることとなったた

め、当該費用の個別見込額を新たに

製品補償損失引当金として計上して

おります。 

  

(4)中間連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の中間財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換算の基準 

(4)中間連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の中間財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換算の基準 

(4)連結財務諸表の作成の基礎となった連

結会社の財務諸表の作成に当たって採

用した重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結会

計期間末日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の

資産及び負債、収益及び費用は、在外

子会社等の中間会計期間末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

外貨建金銭債権債務は、中間連結会

計期間末日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の

資産及び負債、収益及び費用は、在外

子会社等の中間会計期間末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債、収益及び費用は、在外子会社等の

決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部における為

替換算調整勘定に含めております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。在外連結子会社の

一部は、通常の売買取引に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

(6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 (6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては、特例処理を採用し

ております。 

同左 同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 同左 同左 

ヘッジ対象…借入金の利息     

③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 

有利子負債の将来の市場金利の変

動による損失を軽減する目的で金利

スワップ取引を利用しており、投機

目的の取引は行わない方針でありま

す。 

同左 同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理を採用し

ているため、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 

同左 同左 



  

 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

(7)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 ①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

の方法については、税抜方式によっ

ております。 

同左 同左 

②中間連結会計期間に係る納税額及び

法人税等調整額は、当連結会計期間

末において予定している利益処分方

式による特別償却準備金の積立およ

び取崩しを前提として、当中間連結

会計期間に係る金額を計算しており

ます。 

―――――― ―――――― 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書

における資金は、手許現金、要求払預

金及び取得日から３ケ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない短期的な

投資からなっております。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金は、手許現金、要求払預金及

び取得日から３ケ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期的な投資

からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は117百万

円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

  当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税金等調整前当期純利益は117百万円減

少しております。 

セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

────── 

  当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は44,340百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

（中間連結損益計算書関係） （中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「持分法投資利益」（前中間連結会計期間

32百万円）は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当中

間連結会計期間より区分掲記しております。 

前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「持分法投資

利益」（当中間連結会計期間53百万円）は、金銭的重要性が乏し

くなったため、当中間連結会計期間より営業外収益の「その他」

に含めて表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

73,070百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

65,619百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

72,231百万円であります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付

債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付

債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付

債務は次のとおりであります。 

（担保資産） （担保資産） （担保資産） 
  
有形固定資産 5,701百万円

  (5,701   )

合計 5,701   

  (5,701   )

  
有形固定資産 4,047百万円

  (4,047   )

合計 4,047   

  (4,047   )

有形固定資産 4,219百万円

  (4,219   )

合計 4,219   

  (4,219   )

（担保付債務） （担保付債務） （担保付債務） 
  
短期借入金 750百万円

  (750   )

長期借入金 4,111   

  (4,111   )

合計 4,861   

  (4,861   )

  
短期借入金 765百万円

  (765   )

長期借入金 2,502   

  (2,502   )

合計 3,267   

  (3,267   )

短期借入金 713百万円

  (713   )

長期借入金 2,884   

  (2,884   )

合計 3,597   

  (3,597   )

上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しておりま

す。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しておりま

す。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵

当並びに当該債務を示しておりま

す。 

３．中間連結財務諸表提出会社は、次の

相手先の借入に対し支払保証を行っ

ております。 

３．中間連結財務諸表提出会社は、次の

相手先の借入に対し支払保証を行っ

ております。 

３．連結財務諸表提出会社は、次の相手

先の借入に対し支払保証を行ってお

ります。 
  
関連会社  

上海新電元通信設

備有限公司 
202百万円

その他  

従業員住宅資金借

入口 
329   

計 532   

  

  

その他  

山梨電子工業㈱ 1,091百万円

従業員住宅資金借

入口 
301百万円

計 1,393   
  

その他  

従業員住宅資金借

入口 
307百万円

計 307   

※４．当社グループは、運転資金の安定的

調達により手元資金を圧縮し、効率

的な資金運用を行うため、㈱みずほ

銀行を主幹事とした取引銀行３行と

の間に融資極度枠（コミットメント

ライン）契約を締結しております。

当中間連結会計期間末におけるコミ

ットメント契約に係る借入未実行残

高等は次の通りとなっております。 

※４．当社グループは、運転資金の安定的

調達により手元資金を圧縮し、効率

的な資金運用を行うため、㈱みずほ

銀行を主幹事とした取引銀行３行と

の間に融資極度枠（コミットメント

ライン）契約を締結しております。

当中間連結会計期間末におけるコミ

ットメント契約に係る借入未実行残

高等は次の通りとなっております。 

※４．当社グループは、運転資金の安定的

調達により手元資金を圧縮し、効率

的な資金運用を行うため、㈱みずほ

銀行を主幹事とした取引銀行３行と

の間に融資極度枠（コミットメント

ライン）契約を締結しております。

当連結会計年度末におけるコミット

メント契約に係る借入未実行残高等

は次の通りとなっております。 
  

融資極度枠 5,000百万円

借入実行残高 －   

差引額 5,000   

  
融資極度枠 5,000百万円

借入実行残高 3,000   

差引額 2,000   

融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高 1,000    

差引額 4,000    

※５．資産流動化を目的とした受取手形の

売却に伴う支払保留額511百万円を含

んでおります。 

※５．資産流動化を目的とした受取手形の

売却に伴う支払保留額492百万円を含

んでおります。 

※５．資産流動化を目的とした受取手形の

売却に伴う支払保留額453百万円を含

んでおります。 

６．     ────── ６．     ────── ６．受取手形割引高     45百万円 



  

（中間連結損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 

（平成18年３月31日） 

７．     ────── ※７．中間連結会計期間末日満期手形 ７．     ────── 

  中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理をしております。なお、当

中間連結会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

受取手形         212百万円 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要

な費目及びその金額は次のとおりで

あります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要

な費目及びその金額は次のとおりで

あります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要

な費目及びその金額は次のとおりで

あります。 
  

運搬費 1,221百万円

給料 1,263 

賞与引当金繰入額 156 

退職給付費用 200 

役員退職慰労引当金

繰入額 
73 

研究開発費 719 

  
運搬費 1,386百万円

給料 1,273   

賞与引当金繰入額 156   

退職給付費用 136   

役員退職慰労引当金

繰入額 
61   

研究開発費 603   

運搬費 2,532百万円

給料 2,537   

賞与引当金繰入額 151   

退職給付費用 387   

役員退職慰労引当金

繰入額 
123   

研究開発費 1,391   

※２．減損損失 ※２．     ────── ※２．減損損失 

当中間連結会計期間において、当

社グループは減損損失を計上してお

りますが、減損損失を認識した主な

資産は以下の通りであります。 

  当連結会計年度において、当社グ

ループは減損損失を計上しておりま

すが、減損損失を認識した主な資産

は以下の通りであります。 
  

  

用途 種類 場所 減損損失 

遊休資産 土地 千葉県勝浦市 111百万円 

  

用途 種類 場所 減損損失 

遊休資産 土地 千葉県勝浦市 111百万円 

当社グループは、管理会計上の区

分を基礎とし、製造工程の類似性等

によるキャッシュ・フローの相互補

完性を加味して資産のグルーピング

を行っております。 

上記遊休資産については時価が著

しく下落しているため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上

いたしました。 

回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、不動産鑑定評価額

で算定しております。 

  当社グループは、管理会計上の区

分を基礎とし、製造工程の類似性等

によるキャッシュ・フローの相互補

完性を加味して資産のグルーピング

を行っております。 

上記遊休資産については時価が著

しく下落しているため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上

いたしました。 

回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、不動産鑑定評価額

で算定しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  

  

前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 87,027 － － 87,027 

合計 87,027 － － 87,027 

自己株式     

普通株式（注） 179 14 1 193 

合計 179 14 1 193 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 303 3.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 303 利益剰余金 3.5 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 
  
現金及び預金勘定 6,899百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△  15   

現金及び現金同等物 6,883   

  
現金及び預金勘定 6,698百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△  15   

現金及び現金同等物 6,682   

現金及び預金勘定 9,224百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△  15   

現金及び現金同等物 9,209   

２．    ────── ２．    ────── 
  

２．重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債（転換社債型新

株予約権付社債）に付された新株予

約権の行使 

    
 

  

新株予約権行使による資

本金増加額 
 

1,156百万円

新株予約権行使による資

本準備金増加額 
1,156   

新株予約権行使による新

株予約権付社債減少額 
2,312   



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相
当額 

3,806 1,624 227 5,659 

減価償却累
計額相当額 

2,477 755 107 3,340 

中間期末残
高相当額 

1,329 868 120 2,319 

  

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相
当額 

3,772 1,784 326 5,882 

減価償却累
計額相当額 

3,362 864 134 4,361 

中間期末残
高相当額 

409 919 192 1,521 

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相
当額 

3,786 1,704 246 5,737 

減価償却累
計額相当額 

2,923 829 115 3,869 

期末残高相
当額 

862 874 131 1,868 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 1,408百万円

１年超 1,003 

合計 2,411 

  
１年内 798百万円

１年超 773 

合計 1,571 

１年内 1,215百万円

１年超 730 

合計 1,945 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 
  

支払リース料 796百万円

減価償却費相当額 735 

支払利息相当額 55 

  
支払リース料 792百万円

減価償却費相当額 759 

支払利息相当額 34 

支払リース料 1,566百万円

減価償却費相当額 1,478 

支払利息相当額 92 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法により算定して

おります。 

同左 同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法につきまして

は、利息法により算定しておりま

す。 

同左 同左 

２．     ――――――― ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．     ――――――― 

    
１年内 1百万円

１年超 2 

合計 4 

 

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 6,706 10,528 3,822 

(2)債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 4 4 0 

(3)その他 － － － 

合計 6,710 10,532 3,822 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券 

非上場株式 993 

非上場外国債券 － 

非上場内国債券 5 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 7,998 12,588 4,590 

(2)債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 7,998 12,588 4,590 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券 

非上場株式 551 

非上場外国債券 － 

非上場内国債券 － 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しておりますので、注記の対象から除いております。 

  

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 6,916 11,937 5,021 

(2)債券 

国債・地方債等 - - - 

社債 - - - 

その他 4 4 - 

(3)その他 - - - 

合計 6,920 11,941 5,021 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券  

非上場株式 551 

非上場外国債券 - 

非上場内国債券 5 

対象物
の種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日現在） 

契約額等
（百万円）

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円）

通貨 為替予約取引    

  売建    

  米ドル 1,164 1,181 △17 204 205 △ 1 205 204 1

合計 1,164 1,181 △17 204 205 △ 1 205 204 1



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１.事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分の方法については、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性により下記の事業区分に区分しております。 

  

２.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

  

  
デバイス 
（百万円） 

機 器
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 21,746 21,565 4,099 47,411 － 47,411

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

807 2 － 810 （810） －

計 22,554 21,567 4,099 48,221 （810） 47,411

営業費用 21,785 18,051 3,925 43,761 465 44,227

営業利益 769 3,516 174 4,459 （1,276） 3,183

  
デバイス 
（百万円） 

機 器
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 23,277 22,221 4,331 49,830 - 49,830

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

722 3 - 725 （725） -

計 24,000 22,224 4,331 50,556 （725） 49,830

営業費用 23,452 19,380 4,279 47,113 489  47,602

営業利益 547 2,844 51 3,443 （1,214） 2,228

  
デバイス 
（百万円） 

機 器
（百万円） 

その他
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 45,468 44,773 8,542 98,784 - 98,784

(2)セグメント間の内部売上高又
は振替高 

1,530 8 - 1,538 （1,538） -

計 46,998 44,782 8,542 100,323 （1,538） 98,784

営業費用 44,920 37,911 8,192 91,024 857 91,881

営業利益 2,078 6,870 350 9,299 （2,395） 6,903

事業区分 主要製品名

デバイス 
整流ダイオード、ブリッジダイオード、高速ダイオード、トランジスタ、ＭＯＳＦＥＴ、サイリスタ、ハイブ
リッドＩＣ、パワーＩＣ、ＤＣ／ＤＣコンバータ 

機器 通信局用電源装置、電力集中監視装置、高周波電源装置、スイッチング電源、自動車用電装品 

その他 感光体、ソレノイド 

  
前中間連結会計期間 

（百万円） 
当中間連結会計期間
（百万円） 

前連結会計年度
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額 

1,318 1,239 2,496 
親会社本社の管理部門等にかかる費用及
び基礎技術の確立に要する研究費であり
ます。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

(2)本邦以外の各区分に属する主な国又は地域 

①アジア …… タイ、シンガポール、フィリピン、中華人民共和国、インドネシア 

②北米  …… 米国 

③欧州  …… 英国 

  

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  

  

  

  
日 本 
（百万円） 

アジア
（百万円）

北 米
（百万円）

欧 州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連 結
（百万円）

売上高   

(1)外部顧客に対する売上高 33,834 10,752 1,996 827 47,411 － 47,411

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 11,753 8,222 － － 19,975 （19,975） －

計 45,587 18,975 1,996 827 67,386 （19,975） 47,411

営業費用 42,541 17,599 1,993 793 62,927 （18,699） 44,227

営業利益 3,046 1,375 3 33 4,459 （ 1,276） 3,183

  
日 本 
（百万円） 

アジア
（百万円）

北 米
（百万円）

欧 州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連 結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 34,862 11,830 2,235 902 49,830 - 49,830

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 13,236 10,146 0 - 23,382 （23,382） -

計 48,098 21,976 2,235 902 73,213 （23,382） 49,830

営業費用 45,799 20,944 2,202 823 69,769 （22,167） 47,602

営業利益 2,299 1,031 32 79 3,443 （1,214） 2,228

  
日 本 
（百万円） 

アジア
（百万円）

北 米
（百万円）

欧 州
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社 
（百万円） 

連 結
（百万円）

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高 68,823 24,013 4,329 1,618 98,784 - 98,784

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 23,901 19,399 0 6 43,308 （43,308） -

計 92,725 43,412 4,330 1,624 142,093 （43,308） 98,784

営業費用 86,134 40,824 4,299 1,535 132,794 （40,912） 91,881

営業利益 6,591 2,588 30 88 9,299 （2,395） 6,903

  
前中間連結会計期間 

（百万円） 
当中間連結会計期間
（百万円） 

前連結会計年度
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に
含めた配賦不能営業費
用の金額 

1,318 1,239 2,496 
親会社本社の管理部門等にかかる費用及
び基礎技術の確立に要する研究費であり
ます。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

(2)本邦以外の各区分に属する主な国又は地域 

①アジア …… タイ、シンガポール、フィリピン、中華人民共和国、インドネシア 

②北米  …… 米国 

③欧州  …… 英国 

④その他の地域 …… ブラジル 

 

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 14,014 2,139 1,400 57 17,611

Ⅱ 連結売上高（百万円）   47,411

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割
合（％） 

29.6 4.5 3.0 0.1 37.2

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 15,974 2,460 1,563 39 20,038

Ⅱ 連結売上高（百万円）     49,830

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割
合（％） 

32.1 4.9 3.1 0.1 40.2

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 30,723 4,607 2,818 83 38,233

Ⅱ 連結売上高（百万円）     98,784

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割
合（％） 

31.1 4.7 2.8 0.1 38.7



（１株当たり情報） 

(注)１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 474.84円

１株当たり中間純利益金額 17.38 

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額 

15.63 

  
１株当たり純資産額 510.64円

１株当たり中間純利益金額 13.49 

潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額 

13.23 

１株当たり純資産額 502.88円

１株当たり当期純利益金額 40.28 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

37.03 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 1,410 1,171 3,311 

普通株主に帰属しない金額（百万

円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（百万円） 

1,410 1,171 3,311 

期中平均株式数（千株） 81,137 86,842 82,208 

     

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 

   

中間（当期）純利益調整額（百万

円） 
11 0 12 

（うち支払利息（税額相当額控除

後））（百万円） 
（6） （-） （6）

（うち事務手数料（税額相当額控除

後））（百万円） 
（4） （0） （5）

普通株式増加数（千株） 9,798 1,711 7,545 

（うち転換社債）（千株） （2,335） （-） （1,167）

（うち新株予約権付社債）（千株） （7,462） （1,711） （6,377）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

――――――― ――――――― ――――――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

現金及び預金   2,959  2,446 3,593  

受取手形   138  55 113  

売掛金   27,147  30,436 28,920  

たな卸資産   9,821  9,549 9,739  

未収入金 ※４ 4,686  6,829 5,670  

短期貸付金   6,048  3,811 5,149  

繰延税金資産   1,427  603 941  

その他 ※５ 505  693 1,019  

貸倒引当金   △  12  △ 14 △ 336  

流動資産合計    52,724 60.7 54,410 58.2  54,811 59.5

Ⅱ 固定資産       

有形固定資産       

建物 ※１ 3,325  3,194 3,225  

その他 ※１ 6,243  7,073 6,388  

有形固定資産合計    9,568 11.0 10,268 11.0  9,613 10.4

無形固定資産       

ソフトウェア   355  394 379  

その他   21  21 21  

無形固定資産合計    377 0.4 416 0.4  401 0.5

投資その他の資産       

投資有価証券   11,518  13,133 12,482  

関係会社株式   5,642  5,602 6,292  

長期貸付金   4,640  7,105 6,617  

繰延税金資産   1,075  1,589 786  

その他   1,343  1,140 1,159  

貸倒引当金   △  71  △ 154 △ 65  

投資その他の資産
合計 

   24,148 27.8 28,418 30.4  27,273 29.6

固定資産合計    34,094 39.2 39,102 41.8  37,288 40.5

Ⅲ 繰延資産       

社債発行費   66  37 51  

繰延資産合計    66 0.1 37 0.0  51 0.0

資産合計    86,885 100.0 93,550 100.0  92,151 100.0

        



  

 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

支払手形   1,769  1,233 1,756  

買掛金   11,972  11,652 11,882  

短期借入金 ※３ 3,484  7,449 5,992  

一年内償還社債   －  2,000 －  

賞与引当金   486  489 482  

債務保証損失引当
金 

  －  － 212  

その他   4,291  6,830 6,006  

流動負債合計    22,004 25.4 29,655 31.7  26,333 28.6

Ⅱ 固定負債       

社債   9,000  7,000 9,000  

新株予約権付社債   3,000  688 688  

長期借入金   7,912  6,097 7,065  

退職給付引当金   5,032  5,814 5,446  

役員退職慰労引当
金 

  361  339 404  

製品補償損失引当
金 

  －  723 －  

固定負債合計    25,305 29.1 20,662 22.1  22,604 24.5

負債合計    47,309 54.5 50,318 53.8  48,937 53.1

        



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    13,617 15.7 － －  14,773 16.0

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   12,825  － 13,981  

その他資本剰余金   0  － 0  

資本剰余金合計    12,826 14.8 － －  13,982 15.2

Ⅲ 利益剰余金       

利益準備金   1,246  － 1,246  

任意積立金   8,678  － 8,678  

中間（当期）未処

分利益 
  983  － 1,618  

利益剰余金合計    10,908 12.5 － －  11,542 12.5

Ⅳ その他有価証券評価

差額金 
   2,266 2.6 － －  2,977 3.2

Ⅴ 自己株式    △  43 △0.1 － －  △  63 △0.0

資本合計    39,575 45.5 － －  43,213 46.9

負債資本合計    86,885 100.0 － －  92,151 100.0

        

（純資産の部）   
    

Ⅰ 株主資本       

資本金    － － 14,773 15.8  － －

資本剰余金       

資本準備金   －  13,981 －  

その他資本剰余

金 
  －  0 －  

資本剰余金合計    － － 13,982 15.0  － －

利益剰余金       

利益準備金   －  1,246 －  

その他利益剰余

金 
      

別途積立金   －  9,278 －  

繰越利益剰余

金 
  －  1,299 －  

利益剰余金合計    － － 11,824 12.6  － －

自己株式    － － △ 71 △0.1  － －

株主資本合計    － － 40,509 43.3  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

その他有価証券評

価差額金 
   － － 2,722 2.9  － －

評価・換算差額等合

計 
   － － 2,722 2.9  － －

純資産合計    － － 43,232 46.2  － －

負債純資産合計    － － 93,550 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    42,140 100.0 44,915 100.0  85,991 100.0

Ⅱ 売上原価    36,914 87.6 40,204 89.5  75,155 87.4

売上総利益    5,225 12.4 4,711 10.5  10,835 12.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   4,016 9.5 3,955 8.8  7,929 9.2

営業利益    1,209 2.9 755 1.7  2,905 3.4

Ⅳ 営業外収益 ※２  749 1.7 1,538 3.4  1,995 2.3

Ⅴ 営業外費用 ※３  944 2.2 1,008 2.2  2,549 3.0

経常利益    1,014 2.4 1,285 2.9  2,352 2.7

Ⅵ 特別利益 ※４  416 1.0 692 1.5  1,238 1.4

Ⅶ 特別損失 ※5,6  332 0.8 1,242 2.8  1,320 1.5

税引前中間（当
期）純利益 

   1,098 2.6 735 1.6  2,270 2.6

法人税、住民税及
び事業税 

  121  439 168  

法人税等調整額   499 621 1.5 △ 289 149 0.3 786 955 1.1

中間（当期）純利
益 

   477 1.1 585 1.3  1,314 1.5

前期繰越利益    506 －  506 

中間配当額    － －  202 

中間（当期）未処
分利益 

   983 －  1,618 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主
資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金
利益
剰余金 
合計 別途

積立金 

繰越
利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 14,773 13,981 0 13,982 1,246 8,678 1,618 11,542 △ 63 40,235

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）    △ 303 △ 303  △ 303

別途積立金の積立（注）    600 △ 600   

中間純利益    585 585  585

自己株式の取得     △  8 △ 8

自己株式の処分   0 0  0 0

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
（純額） 

     

中間会計期間中の変動額合
計（百万円） 

  0 0 600 △ 318 281 △  8 273

平成18年９月30日残高 
（百万円） 14,773 13,981 0 13,982 1,246 9,278 1,299 11,824 △ 71 40,509

  

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 
有価 
証券 
評価 
差額金 

評価・ 
換算 
差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 2,977 2,977 43,213 

中間会計期間中の変動額     

剰余金の配当（注）   △ 303 

別途積立金の積立（注）     

中間純利益   585 

自己株式の取得   △  8 

自己株式の処分   0 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額
（純額） 

△ 255 △ 255 △ 255 

中間会計期間中の変動額合
計（百万円） △ 255 △ 255 18 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 2,722 2,722 43,232 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

事業年度末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同左 同左 

(2)デリバティブ (2)デリバティブ (2)デリバティブ 

時価法 同左 同左 

(3)たな卸資産 (3)たな卸資産 (3)たな卸資産 

半製品、材料 同左 同左 

総平均法による原価法     

製品、仕掛品     

素子部門は総平均法による原価法

各種機器部門は個別法による原価

法 

    

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

定率法によっております。 

耐用年数は法人税法に規定する

耐用年数を採用しておりますが、機

械及び装置のうち素子製造設備につ

いては、法人税法に定められた耐用

年数７年を５年に短縮して償却を実

施しております。 

同左 同左 

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

定額法によっております。な

お、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見積額を計上して

おります。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与

の支払いに備えるため、従業員に対

する賞与の支給見込額のうち、当中

間会計期間に帰属する額を計上して

おります。 

同左 賞与引当金は、従業員への賞与

の支払いに備えるため、従業員に対

する賞与の支給見込額のうち、当事

業年度に帰属する額を計上しており

ます。 



 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生

していると認められる額を計上して

おります。なお、会計基準変更時差

異については、15年による按分額を

費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法によ

り費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、会計基準

変更時差異については、15年による

按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法によ

り費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（13

年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

(4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づき中間期末要支給額

を計上しております。 

同左 役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づき必要額を計上して

おります。 

――――――― ――――――― (5)債務保証損失引当金 

    関係会社への債務保証等に係る

損失に備えるため、被保証者の財政

状態等を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。 

――――――― (5)製品補償損失引当金 ――――――― 

  販売した製品に係る補償費用の

発生に備えるため、当該費用の発生

額を個別に見積って計上しておりま

す。 

（追加情報） 

販売済の製品に対する補償費用

の発生が見込まれることとなったた

め、当該費用の個別見込額を新たに

製品補償損失引当金として計上して

おります。 

  

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用してお

ります。 

同左 同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 同左 同左 

ヘッジ対象…借入金の利息     



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

有利子負債の将来の市場金利の変動

による損失を軽減する目的で金利スワ

ップ取引を利用しており、投機目的の

取引は行わない方針であります。 

同左 同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理を採用して

いるため、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

６．その他財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 (1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理の

方法については、税抜方式によってお

ります。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

り税引前中間純利益は120百万円減少して

おります。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これにより税引

前当期純利益は120百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額については、改正

後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

――――――― 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は43,232百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

22,718百万円 22,621百万円 22,781百万円 

２．保証債務 ２．保証債務 ２．保証債務 

次の相手先の銀行借入に対し支払保

証を行っております。 

次の相手先の銀行借入に対し支払保

証を行っております。 

次の相手先の銀行借入に対し支払保

証を行っております。 
    
㈱秋田新電元 700百万円 

㈱東根新電元 5,482    

山梨電子工業㈱ 1,391    

シンデンゲン(タイ
ランド)カンパニ
ー・リミテッド 

113    
(US$ 1,000,000)

ランプーン・シンデ
ンゲン・カンパニ
ー・リミテッド 

475    
(US$ 4,200,000)

シンデンゲン・フィ
リピン・コーポレー
ション 

396    
(US$ 3,500,000)

広州新電元電器有限
公司 

47    
(US$  420,000)

上海新電元通信設備
有限公司 

202    
(RMB14,500,000)

従業員住宅資金借入
口 

329    

計 9,139    

    

  

㈱秋田新電元 518百万円 

㈱東根新電元 4,644    

山梨電子工業㈱ 1,091    

シンデンゲン(タイ
ランド)カンパニ
ー・リミテッド 

58    
(US$  500,000)

ランプーン・シンデ
ンゲン・カンパニ
ー・リミテッド 

353    
(US$ 3,000,000)

シンデンゲン・フィ
リピン・コーポレー
ション 

294    
(US$ 2,500,000)

広州新電元電器有限
公司 

33    
(US$  280,000)

従業員住宅資金借入
口 

301    

計 7,296    

  

  

㈱秋田新電元 570百万円 

㈱東根新電元 5,131    

山梨電子工業㈱ 1,241    

シンデンゲン(タイ
ランド)カンパニ
ー・リミテッド 

88    
(US$  750,000)

ランプーン・シンデ
ンゲン・カンパニ
ー・リミテッド 

422    
(US$ 3,600,000)

シンデンゲン・フィ
リピン・コーポレー
ション 

352    
(US$ 3,000,000)

広州新電元電器有限
公司 

41    
(US$  350,000)

従業員住宅資金借入
口 

307    

計 8,155    

上記中RMBは中国元であります。     

※３．当社は、運転資金の安定的調達によ

り手元資金を圧縮し、効率的な資金運

用を行うため、（株）みずほ銀行を主

幹事とした取引銀行３行との間に融資

極度枠（コミットメントライン）契約

を締結しております。当中間会計期間

末におけるコミットメント契約に係る

借入未実行残高等は次の通りとなって

おります。 

※３．当社は、運転資金の安定的調達によ

り手元資金を圧縮し、効率的な資金運

用を行うため、（株）みずほ銀行を主

幹事とした取引銀行３行との間に融資

極度枠（コミットメントライン）契約

を締結しております。当中間会計期間

末におけるコミットメント契約に係る

借入未実行残高等は次の通りとなって

おります。 

※３．当社は、運転資金の安定的調達によ

り手元資金を圧縮し、効率的な資金運

用を行うため、（株）みずほ銀行を主

幹事とした取引銀行３行との間に融資

極度枠（コミットメントライン）契約

を締結しております。当事業年度末に

おけるコミットメント契約に係る借入

未実行残高等は次の通りとなっており

ます。 
  
融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高 －    

差引額 5,000    

  
融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高 3,000    

差引額 2,000    

融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高 1,000    

差引額 4,000    

※４．資産流動化を目的とした受取手形の

売却に伴う支払保留額165百万円を含ん

でおります。 

※４．資産流動化を目的とした受取手形の

売却に伴う支払保留額70百万円を含ん

でおります。 

※４．資産流動化を目的とした受取手形の

売却に伴う支払保留額113百万円を含ん

でおります。 

※５．消費税等の取扱い ※５．消費税等の取扱い ※５．   ――――――― 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

同左   



（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 １．減価償却実施額 
  

有形固定資産 517百万円

無形固定資産 84 

  
有形固定資産 515百万円

無形固定資産 66 

有形固定資産 1,092百万円

無形固定資産 155 

※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの 
  

受取利息 124百万円

受取配当金 134 

  
受取利息 165百万円

受取配当金 880 

受取利息 287百万円

受取配当金 353 

※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの 
  

支払利息 206百万円
  

支払利息 181百万円 支払利息 391百万円

※４．特別利益のうち重要なもの ※４．特別利益のうち重要なもの ※４．特別利益のうち重要なもの 
  

投資有価証券売却益 416百万円
  

投資有価証券売却益 692百万円 投資有価証券売却益 1,238百万円

※５．特別損失のうち重要なもの ※５．特別損失のうち重要なもの ※５．特別損失のうち重要なもの 
  

  

たな卸資産除却損 211百万円

減損損失 120 

  

  

製品補償損失 856百万円

関係会社株式売却損 385 

たな卸資産除却損 319百万円

貸倒引当金繰入額 312 

債務保証損失引当金

繰入額 

212 

固定資産除却損 191 

関係会社出資金評価

損 

163 

減損損失 120 

※６．減損損失 ※６    ――――――― ※６．減損損失 

当中間会計期間において、当社は減

損損失を計上しておりますが、減損損

失を認識した主な資産は以下の通りで

あります。 

  当事業年度において、当社は減損損

失を計上しておりますが、減損損失を

認識した主な資産は以下の通りであり

ます。 

  
用途 種類 場所 減損損失 

遊休資産 土地 千葉県勝浦市 113百万円 

    
用途 種類 場所 減損損失 

遊休資産 土地 千葉県勝浦市 113百万円 

当社は、管理会計上の区分を基礎と

し、製造工程の類似性等によるキャッ

シュ・フローの相互補完性を加味して

資産のグルーピングを行っておりま

す。 

上記遊休資産については時価が著し

く下落しているため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上いたしま

した。 

回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、不動産鑑定評価額で算

定しております。 

  当社は、管理会計上の区分を基礎と

し、製造工程の類似性等によるキャッ

シュ・フローの相互補完性を加味して

資産のグルーピングを行っておりま

す。 

上記遊休資産については時価が著し

く下落しているため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として特別損失に計上いたしま

した。 

回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、不動産鑑定評価額で算

定しております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

  

  次へ 

  

  

前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間増

加株式数（千株） 

当中間会計期間減

少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

普通株式（注） 179 14 1 193 

合計 179 14 1 193 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

  

  
工具器具 
備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

取得価額相
当額 

628 116 745 

減価償却累
計額相当額 

323 48 372 

中間期末残
高相当額 

304 67 372 

  

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額相
当額 

3 622 192 818 

減価償却累
計額相当額 

0 365 68 434 

中間期末残
高相当額 

3 256 123 384 

  
工具器具備

品 
ソフト 
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) 

取得価額相
当額 

643 112 755 

減価償却累
計額相当額 

374 50 424 

期末残高相
当額 

269 61 331 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 165百万円

１年超 217 

合計 383 

  
１年内 137百万円

１年超 255 

合計 393 

１年内 148百万円

１年超 192 

合計 340 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 
  

支払リース料 98百万円

減価償却費相当額 91 

支払利息相当額 6 

  
支払リース料 105百万円

減価償却費相当額 97 

支払利息相当額 7 

支払リース料 191百万円

減価償却費相当額 178 

支払利息相当額 13 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法により算定しており

ます。 

同左 同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法につきましては、利息

法により算定しております。 

同左 同左 

２．    ――――――― ２．オペレーティング・リース取引未経過

リース料 

２．    ――――――― 

  
  

１年内 0百万円

１年超 - 

合計 0 

  

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間）（平成17年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（当中間会計期間）（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（前事業年度）（平成18年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

  



(2）【その他】 

中間配当 

平成18年11月10日開催の取締役会において、当社定款第38条の規定に基づき、平成18年９月30日現在の株主名簿（実質

株主名簿を含む。）に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

中間配当による配当金の総額         303百万円 

１株当たりの金額              ３円50銭 

支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成18年12月８日 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第83期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

新 電 元 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の

減損に係る会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 村 一 晴 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１２日

新 電 元 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 井 達 哉 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１４日

新 電 元 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、新電元

工業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係

る会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 村 一 晴 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１２日

新 電 元 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８４期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、新電元

工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 井 達 哉 
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